
【様式第1号】

自治体名：磐田市

会計：全体会計 （単位：円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 363,297,776,182   固定負債 112,419,443,341

    有形固定資産 347,567,963,212     地方債等 95,734,731,242

      事業用資産 105,252,641,695     長期未払金 -

        土地 48,829,290,104     退職手当引当金 10,496,708,449

        立木竹 -     損失補償等引当金 -

        建物 122,530,852,441     その他 6,188,003,650

        建物減価償却累計額 -74,721,242,963   流動負債 12,992,275,951

        工作物 15,541,981,168     １年内償還予定地方債等 9,926,365,640

        工作物減価償却累計額 -7,043,780,980     未払金 1,434,239,627

        船舶 -     未払費用 28,326,792

        船舶減価償却累計額 -     前受金 13,003,774

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 1,165,863,563

        航空機 -     預り金 321,729,269

        航空機減価償却累計額 -     その他 102,747,286

        その他 9,746,751 負債合計 125,411,719,292

        その他減価償却累計額 -6,730,226 【純資産の部】

        建設仮勘定 112,525,400   固定資産等形成分 371,498,583,938

      インフラ資産 236,358,523,922   余剰分（不足分） -117,420,983,488

        土地 18,272,430,457   他団体出資等分 -

        建物 7,139,538,544

        建物減価償却累計額 -2,655,794,562

        工作物 489,229,779,628

        工作物減価償却累計額 -277,677,052,334

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 2,049,622,189

      物品 19,314,072,651

      物品減価償却累計額 -13,357,275,056

    無形固定資産 256,447,171

      ソフトウェア 172,403,504

      その他 84,043,667

    投資その他の資産 15,473,365,799

      投資及び出資金 1,080,286,716

        有価証券 -

        出資金 1,080,139,006

        その他 147,710

      長期延滞債権 1,279,119,108

      長期貸付金 2,228,997,165

      基金 11,723,741,879

        減債基金 -

        その他 11,723,741,879

      その他 209,660,824

      徴収不能引当金 -230,439,894

  流動資産 16,191,543,560

    現金預金 4,551,568,672

    未収金 3,231,427,910

    短期貸付金 -

    基金 8,200,807,756

      財政調整基金 8,200,807,756

      減債基金 -

    棚卸資産 85,135,168

    その他 167,478,000

    徴収不能引当金 -44,873,946

  繰延資産 - 純資産合計 254,077,600,450

資産合計 379,489,319,742 負債及び純資産合計 379,489,319,742

連結貸借対照表
（平成30年3月31日現在）

 全体会計



【様式第2号】

自治体名：磐田市

会計：全体会計 （単位：円）

    資産売却益 169,331,206

    その他 15,848,375

純行政コスト 83,122,364,185

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 94,675,476

  臨時利益 185,179,581

  臨時損失 206,843,034

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 112,167,558

    使用料及び手数料 19,073,051,624

    その他 3,224,402,101

純経常行政コスト 83,100,700,732

      社会保障給付 31,269,913,378

      その他 179,632,237

  経常収益 22,297,453,725

        その他 1,066,819,821

    移転費用 45,904,722,498

      補助金等 14,455,176,883

      その他の業務費用 2,808,795,903

        支払利息 1,563,174,982

        徴収不能引当金繰入額 178,801,100

        維持補修費 1,434,274,166

        減価償却費 14,957,830,425

        その他 28,634,772

        その他 2,491,780,288

      物件費等 36,604,683,420

        物件費 20,183,944,057

        職員給与費 15,785,343,321

        賞与等引当金繰入額 1,159,079,563

        退職手当引当金繰入額 643,749,464

  経常費用 105,398,154,457

    業務費用 59,493,431,959

      人件費 20,079,952,636

連結行政コスト計算書
自　平成29年4月1日
至　平成30年3月31日

科目名 金額

 全体会計



【様式第3号】

自治体名：磐田市

会計：全体会計 （単位：円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分) 他団体出資等分

前年度末純資産残高 265,580,094,475 388,172,551,585 -122,592,457,110 -

  純行政コスト（△） -83,122,364,185 -83,122,364,185 -

  財源 82,432,499,199 82,432,499,199 -

    税収等 62,433,911,141 62,433,911,141 -

    国県等補助金 19,998,588,058 19,998,588,058 -

  本年度差額 -689,864,986 -689,864,986 -

  固定資産等の変動（内部変動） -5,873,302,596 5,873,302,596

    有形固定資産等の増加 8,711,809,994 -8,711,809,994

    有形固定資産等の減少 -15,247,657,518 15,247,657,518

    貸付金・基金等の増加 6,568,182,166 -6,568,182,166

    貸付金・基金等の減少 -5,905,637,238 5,905,637,238

  資産評価差額 566,695 566,695

  無償所管換等 -10,801,231,746 -10,801,231,746

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 - - - -

  その他 -11,963,988 - -11,963,988

  本年度純資産変動額 -11,502,494,025 -16,673,967,647 5,171,473,622 -

本年度末純資産残高 254,077,600,450 371,498,583,938 -117,420,983,488 -

連結純資産変動計算書
自　平成29年4月1日
至　平成30年3月31日

 全体会計



【様式第4号】

自治体名：磐田市

会計：全体会計 （単位：円）

前年度末歳計外現金残高 204,188,428

本年度歳計外現金増減額 -4,518,258

本年度末歳計外現金残高 199,670,170

本年度末現金預金残高 4,551,568,672

財務活動収支 -4,180,403,492

本年度資金収支額 594,561,906

前年度末資金残高 3,757,336,596

比例連結割合変更に伴う差額 -

本年度末資金残高 4,351,898,502

    地方債等償還支出 10,841,097,762

    その他の支出 75,605,730

  財務活動収入 6,736,300,000

    地方債等発行収入 6,736,300,000

    その他の収入 -

    資産売却収入 243,948,620

    その他の収入 95,354,683

投資活動収支 -7,806,708,238

【財務活動収支】

  財務活動支出 10,916,703,492

    その他の支出 -

  投資活動収入 6,131,769,003

    国県等補助金収入 1,256,903,260

    基金取崩収入 2,839,982,940

    貸付金元金回収収入 1,695,579,500

  投資活動支出 13,938,477,241

    公共施設等整備費支出 8,462,737,383

    基金積立金支出 3,784,294,858

    投資及び出資金支出 5,000,000

    貸付金支出 1,686,445,000

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 94,675,476

  臨時収入 15,848,375

業務活動収支 12,581,673,636

【投資活動収支】

    税収等収入 62,360,112,995

    国県等補助金収入 18,776,299,533

    使用料及び手数料収入 19,063,531,416

    その他の収入 3,159,628,755

  臨時支出 94,675,476

    移転費用支出 45,904,722,498

      補助金等支出 14,455,176,883

      社会保障給付支出 31,269,913,378

      その他の支出 179,632,237

  業務収入 103,359,572,699

    業務費用支出 44,794,349,464

      人件費支出 20,092,839,061

      物件費等支出 22,062,827,134

      支払利息支出 1,563,688,840

      その他の支出 1,074,994,429

連結資金収支計算書
自　平成29年4月1日
至　平成30年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 90,699,071,962

 全体会計



１．重要な会計方針
(１)有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法
①有形固定資産・・・取得原価
ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

ア．昭和59年度以前に取得したもの・・・再調達原価
ただし、道路、河川及び水路の敷地においては備忘価額１円としています。

イ．昭和60年度以後に取得したもの
取得原価が判明しているもの・・・取得原価
取得原価が不明なもの・・・・・・再調達原価
ただし、取得価額が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。　

②無形固定資産・・・原則として取得原価
ただし、取得価額が不明なものは、再調達原価としています。

(２)有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法
①満期保有目的有価証券・・・償却原価法（定額法）
②満期保有目的以外の有価証券
ア．市場価格のあるもの・・・会計年度末における市場価格（売却原価は移動平均法により算定）
イ．市場価格のないもの・・・取得原価（又は償却原価法（定額法））

③出資金
ア．市場価格のあるもの・・・会計年度末における市場価格（売却原価は移動平均法により算定）
イ．市場価格のないもの・・・出資金額

(３)棚卸資産の評価基準及び評価方法
貯蔵品・・・先入先出法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法による算定）

(４)有形固定資産等の減価償却の方法
①有形固定資産（リース資産を除く）・・・定額法
なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
建物 ２年～50年
工作物 ５年～60年
物品 ２年～50年

ただし、水道事業会計の取替資産については、取替法によっています。
②無形固定資産（リース資産を除く）・・・定額法
（ソフトウェアについては、庁内における見込利用期間（５年）に基づく定額法によっています。）

③所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が１年以内のリース取引及びリース契約１件あたりのリース料総額が
300万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。）
・・・自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法

(５)引当金の計上基準及び算定方法
①徴収不能引当金
未収金については、過去５年間の平均不能欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。
ただし、一部の連結対象団体においては、法人税法に規定する法定繰入率に基づく繰入限度額によっています。
長期延滞債権については、過去５年間の平均不能欠損率により（又は個別に回収可能性を検討し）、徴収不能見込額を計上しています。
長期貸付金については、過去５年間の平均不能欠損率により（又は個別に回収可能性を検討し）、徴収不能見込額を計上しています。

②退職手当引当金
期末自己都合要支給額を計上しています。

③損失補償等引当金
履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に関する法律に規定する将来負担比率の算定に含めた
将来負担額を計上しています。

④賞与等引当金
翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する
部分を計上しています。

(６)リース取引の処理方法
①ファイナンス・リース取引
ア．所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引及びリース料総額が300万円以下のファイナンス・リース取引

を除く）
通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

イ．ア．以外のファイナンス・リース取引
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

②オペレーティング・リース取引
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

(７)資金収支計算書における資金の範囲
現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（容易に換金可能であり、かつ、価値変動が僅少なもので、〇か月以内に満期が到来する流動性の

高い投資を言います。ただし、一般会計等においては、磐田市資金管理方針において、歳計現金等の保管方法として規定した預金等としています。）
なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。

(８)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっています。
ただし、一部の連結対象団体（会計）については、税抜方式によっています。

(９)連結対象団体（会計）の決算日が一般会計等と異なる場合の処理
該当事項なし

２．重要な会計方針の変更等
該当事項なし

３．重要な後発事象
該当事項なし

４．偶発債務
該当事項なし

注　記
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 全体会計



５．追加情報
(１)連結対象団体（会計）

区分 連結の方法 比例連結割合
地方公営事業会計 全部連結 ―
地方公営事業会計 全部連結 ―
地方公営事業会計 全部連結 ―
地方公営事業会計 全部連結 ―
地方公営事業会計 全部連結 ―
地方公営事業会計 全部連結 ―
地方公営企業会計 全部連結 ―
地方公営企業会計 全部連結 ―

連結の方法は次のとおりです。
①地方公営事業会計は、すべて全部連結の対象としています。
②地方公営企業会計は、すべて全部連結の対象としています。

(２)出納整理期間
地方自治法第235条の５に基づき出納整理期間が設けられている団体（会計）においては、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の係数

をもって会計年度末の係数としています。
なお、出納整理期間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設けている団体（会計）との間で、出納整理期間に現金の受払い等があった場合

は、現金の受払い等が終了したものとして調整しています。

公共下水道事業特別会計
駐車場事業特別会計
水道事業会計
病院事業会計

団体（会計）名
国民健康保険事業特別会計
介護保険事業特別会計
後期高齢者医療事業特別会計
農業集落排水事業特別会計
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